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決算概要（連結・単独）

（単位：億円）

連単倍率単独連結

H16-3QH17-3Q対前同H17-3Q対前同H17-3Q

23.6%25.1%24.0%25.6%株主資本比率

△1,134
(96.4%)

30,513△999
(97.1%)

33,899有利子負債

＋38
(100.1%)

62,985＋300
(100.4%)

68,878総資産

0.671.09△237
(84.9%)

1,339＋408
(138.8%)

1,461四半期純利益

1.031.09△790
(72.2%)

2,048△703
(76.0%)

2,230四半期経常利益

1.021.07△755
(77.9%)

2,661△646
(81.5%)

2,852営業利益

1.061.07△548
(97.0%)

17,556△455
(97.6%)

18,768売上高

（注）「対前同」は、損益計算書項目は対前年同期との差（比）、貸借対照表項目は対前年度末との差（比）、
株主資本比率は前年度末の数値を表す。

決算概要（連結・単独）
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単独決算 主要諸元データ

H16-3Q 増減H17-3Q

＋4112為替レ－ト（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ）（円/$）

＋16.454.5全日本原油CIF価格（$/b）

△30.486.4出水率（％）

＋6.574.7原子力利用率（％）

＋9
△3

343
746

＋71,088販売電力量（億kWh） （100.6）

（102.8）

（ 99.7）

108

38.1

116.8

68.2

333
748

1,082（104.1）

（105.6）

（103.4）

電灯（億kWh）
電力（億kWh）

（対前年同期比,％）
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（販売電力量）
夏場の平均気温が前年に比べて低く推移し冷房需
要が減少した反面、11月から12月にかけての平均
気温が前年に比べて低く推移し暖房需要が増加し
たことなどから、4～12月累計では、対前年比は
100.6%となりました。

販売電力量の状況

【対前年同期比較】 【販売電力量の実績・見通し】

※販売電力量の見通しは、平成17年11月に公表し
た計画（1,426億kWh）から見直しております。

（単位：百万kWh,%）

＊（ ）内の数値は対前年比の％

上期 10月 11月 12月 第３Ｑ累計
23,257 3,570 3,330 4,107 34,263
(101.0) (101.3) (103.4) (115.0) (102.8)
3,559 556 362 440 4,918
(88.1) (87.7) (91.2) (105.2) (89.5)
528 69 81 101 778
(98.5) (93.9) (95.5) (102.4) (98.2)
4,087 625 443 541 5,696
(89.3) (88.3) (91.9) (104.6) (90.6)
27,344 4,195 3,773 4,647 39,959
(99.1) (99.2) (101.9) (113.7) (100.9)
46,908 7,658 7,052 7,248 68,866
(99.8) (100.2) (101.6) (104.3) (100.5)
74,252 11,853 10,825 11,896 108,826
(99.5) (99.9) (101.7) (107.8) (100.6)

18,215 2,952 2,559 2,668 26,395

(100.0) (102.7) (103.3) (107.3) (101.3)

28,511 4,678 4,472 4,556 42,217

(99.7) (98.8) (100.6) (102.6) (100.0)

特 定 規 模 需 要

低　圧

その他
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（単位：億kWh）
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単独損益計算書

（単位：億円）

H17-3Q 増減額 増減説明

四半期経常収益合計 17,643 △605

四半期経常費用合計 15,594 ＋184

四半期経常利益 2,048 △790

渇水準備金引当又は取崩し △81 △173 出水率 116.8％→86.4％

税引前四半期純利益 2,130 △369

四半期純利益 1,339 △237

６ページに記載

電灯電力料収入

その他

16,937

705

△548

△57

販売電力量の増加による増＋約100
平均単価の減少による減△約650

有価証券売却益 △53

H16-3Q

18,249

15,410

2,839

92

2,499

1,576

17,485

763

特別損失 － △246 減損損失 △246246

（料金改定影響 △約800）
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経常費用（単独）の増減内訳
（単位：億円）

H17-3Q 増減額 増減説明

経常費用合計 15,594 ＋184

人件費

燃料費

修繕費

公租公課

減価償却費

購入電力料

支払利息

その他

1,914

2,031

1,405

1,184

2,526

2,924

487

3,119

△255

＋249

＋266

△13

△84

△182

△119

＋324

退職給与金△267

火力燃料費＋224
原子燃料費＋ 24

原子力＋145、火力＋45

火力△60

地帯間購入電力料△185

有利子負債残高の減少△59、利率の低下△43

使用済燃料再処理等費＋182
附帯事業営業費用＋74

H16-3Q

15,410
2,170

1,782

1,138

1,198

2,610

3,106

607

2,795

原油高 ＋300
渇水による増 ＋160
販売電力量の増加による増＋40
円安 ＋15
原子力発電所の利用率改善による減

△220
購入電力量の増加による減△20
その他△50
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平成17年度 通期収支見通し（連結・単独）
（単位：億円）

連結

今回予想
（H18.2）

前回予想
（H17.11） 増減

単独

25,200 ＋200
（+ 0.8%）

23,400 23,200 ＋200
（+ 0.9%）

売上高

2,100 ＋100
（+ 5.0%）

1,900 ＋100
（+ 5.6%）

経常利益

1,330 ＋80
（+ 6.4%）

1,210 1,130 ＋80
（+ 7.1%）

当期純利益

今回予想
（H18.2）

前回予想
（H17.11） 増減

25,000

2,000

1,250

2,850 ＋100
（+ 3.6%）

2,600 2,500 ＋100
（＋4.0%）

営業利益 2,750

1,800

販売電力量（億kWh）

電灯（億ｋＷｈ）
電力（億ｋＷｈ）

原子力利用率（%）

出水率（%）

全日本原油CIF価格（$/b）

為替ﾚｰﾄ（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ）（円/$）

今回前提（H18.2）

1,440
476
964
74.7
89.0

56程度
112程度

前回前提（H17.11）

1,426
471
955
75.1
94.2

56程度
112程度

増減

＋14
＋5
＋9
△0.4
△5.2

0
0

（収支見通しの修正）
１２月の平均気温が低く推移し、暖房需要が増加したことなどにより、販売電力量が1,440億kWhと前回予想値
（1,426億kWh）を上回る見通しであることなどから、連結および単独の売上高、利益を上方修正しています。
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外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

1,305

65

160

△9

235

60
474

(364)
1

(△6)
435

13

総合
エネルギー ※２

生活アメニティ

情報通信

（ケイ･オプティコム
再掲）

グループサポート
他

H16-3Q 増減額 増減説明

グループ事業の決算概要
（単位：億円）

※１ 本表の数値は、連結決算上の相殺消去等を行う前の、各社実績を単純合計した数値である。

※２ ガス事業、燃料販売事業（附帯事業）を含む。

（経常利益は持分法適用会社の持分相当額を算入）

グループ事業
全体※１

＋164

＋118

＋63

△8

＋26

＋4
＋66

(＋74)
＋1

(＋12)
＋7

＋120

1,470

184

224

△17

262

64
540

(439)
2

(6)
442

134

H17-3Q

・エネルギー販売量の増

・原料費の増

・生活関連サービスの売上増

・KOPTのＦＴＴＨ顧客の増

・再編による収支改善
・関電等グループ向け売上の増

情報通信全体の収支は、ｹｲｷｬｯﾄの

光TVエリア拡大に伴う費用増等

によりほぼ昨年並み
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外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

総合
エネルギー ※２

生活アメニティ

情報通信

（ケイ･オプティコム
再掲）

グループサポート
他

増減説明

（単位：億円）

※１ 本表の数値は、連結決算上の相殺消去等を行う前の、各社実績を単純合計した数値である。

※２ ガス事業、燃料販売事業（附帯事業）を含む。

（経常利益は持分法適用会社の持分相当額を算入）

グループ事業
全体※１

グループ事業の通期収支見通し
今回予想
（H18.2）

前回予想
（H17.11） 増減額

2,100

217

294

△18

343

63
750

(579)
3

(1)
711

168

△23

＋27

＋17

△5

＋0

＋1
△19

(＋14)
＋2

(＋0)
△22

＋30

2,076

245

312

△23

344

65
730

(593)
5

(1)
689

198

・エネルギー販売量の増

・原料費の増

＜情報通信全体＞

・関西ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽがH17下期より
連結対象外となったことによる売上減
＜ＫＯＰＴ＞
・法人向けｻｰﾋﾞｽの売上増
ｺｰﾙｾﾝﾀｰ等の費用増により
経常利益は前回予想どおり

・関電向け売上の増

・電気工事等の受注減
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（参考）各事業における販売状況

H17/12末

電気温水器等深夜電力契約口数 660千口

企業向けサービス 1.95万件

H17/3末

592千口

1.76万件

ガス・石油等販売量
（ＬＮＧ換算）

46万ｔ50万ｔ

34.2万件22.4万件

家庭向けサービス 47.5万件37.3万件

総 合
ｴﾈﾙｷﾞｰ

情報通信

電 気

H19年度末に
1,000千口

H17年度末に
2.0万件

H17年度に
約60万ｔ

H17年度末に
39万件

H17年度末に
52万件

全電化住宅獲得件数 75千件86千件 H16～18年度
累計 300千件

業務用複合電化システム獲得件数 1.6千件2.0千件 H16～18年度
累計 7千件

目
標

見
通
し

うちＦＴＴＨサービス

※H17/3末はH16年度実績、H17/12末はH17.4～H17.12実績

※

※

※
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ご質問・お問い合わせ等は、下記までお願いします。

担 当： ＩＲチーム 谷口、岡野、平田

電話番号：０６－７５０１－０３１５
０５０－７１０４－１８１８（谷口）
０５０－７１０４－１８１２（岡野）
０５０ー７１０４－１８１５（平田）

Ｆ Ａ Ｘ：０６－６４４７－７１７４

e - mail： taniguchi.hideaki@a2.kepco.co.jp（谷口）
okano.ryuji@e3.kepco.co.jp （岡野）
hirata.soichiro@a5.kepco.co.jp （平田）

当資料は、投資家判断の参考となる情報提供のみを目的として作成したもの

であり、投資勧誘を目的としたものではありません。投資に関する最終決定は、

投資家ご自身のご判断において行われるようお願いいたします。

また、内容については細心の注意を払い掲載をいたしておりますが、掲載した

情報に誤りがあった場合、当社は一切責任を負うものではありませんのでご了

承ください。


